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2026-59    デジタル取引に係るVAT課税Q&A

＊留意点

③租税条約ではVATは免除されない➡日比租税条約の恩典は所得税限定です。

ジャパンデスク　　清水　麻利　

（英語・タガログ語⇔日本語翻訳業務担当）

5.     広告対象が海外であるオンライン広告サービスの提供を受けた場合➡広告対象

が海外であっても居住法人がNRDSPへ支払うものはリバース方式によりVAT源泉徴
収・納付義務あり。

6.     居住法人が海外に対してサービス提供する場合➡輸出要件（BSP規則に従い外貨

で受け取る）を満たす限りVAT0%となる。

①日本本社→海外地域統括会社→フィリピン子会社　というようなグループ契約で   あって
も、最終利用者がフィリピン子会社であれば、リバースチャージVATが課税されることが明
確に。

 ②広告サービスは「広告閲覧地」ではなく「契約者所在地」で判定広告対象が海外で

あっても、契約者・利用者・支払者がフィリピン法人ならデジタルサービスVAT対象
となります。

　非居住者によるデジタルサービス提供(NRDSP : Non Resident Digital Service Provider)

に対する課税強化です。

1.     VAT免税取引を行う非居住者の場合もVAT登録は必要か？　➡VAT登録・申告
書の提出が必要

2.     登場人物が①非居住DSP　②非居住関連会社（サービス契約者）　③サービス

利用居住比国法人という形態で、③は使用料を②に支払う場合　➡②がVAT登録要

となり、①は不要　　　③はリバースチャージ制度により、VAT源泉、納付が要と
なる。

3.     フィリピンの不動産管理会社が、海外のオンライン予約プラットフォーム

（NRDSP）へサブスクリプション料 、リスティング料 、成約時コミッション を支

払う場合➡VAT源泉徴収・納付義務あり
4.     過去のサービス契約で、VAT記載のない請求書に基づき前払いをしている場合
➡
非居住者からのサービス提供に係るVAT課税制度は2025年6月2日に発効しているの

で、6月以降は源泉徴収・納付義務あり。


